
 

 

大阪府都市整備部所管公共用地 

 

境 界 確 定 事 務 取 扱 要 綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6年４月 

 

大阪府都市整備部 



目 次 （ 要 綱 ） 

 

第一章  総 則 

  第１条  趣 旨 -------------------------------------------------------------------------------  １ 

  第２条  定 義 -------------------------------------------------------------------------------  １ 

 

第二章  協議依頼 

 第一節  総 則 

  第３条  協議依頼 ----------------------------------------------------------------------------  １ 

  第４条  境界確定事務の代行 -------------------------------------------------------------  １ 

第５条  依頼書の審査 ----------------------------------------------------------------------  ２ 

  第６条  審査の拒否 -------------------------------------------------------------------------  ２ 

  第７条  境界確定等の通知及び受領書の提出 ----------------------------------------  ２ 

  第８条  返 戻 -------------------------------------------------------------------------------  ２ 

 第二節  新規依頼 

  第９条  新規の依頼 -------------------------------------------------------------------------  ２ 

  第１０条 添付書類 ----------------------------------------------------------------------------  ３ 

  第１１条 現地立会 ----------------------------------------------------------------------------  ３ 

  第１２条 身分証明書 -------------------------------------------------------------------------  ３ 

  第１３条 境界確定図の作成 ----------------------------------------------------------------  ３ 

  第１４条 関係者の承諾 ----------------------------------------------------------------------  ４ 

  第１５条 境界標の設置 ----------------------------------------------------------------------  ４ 

 第三節  謄本（抄本）発行依頼 

  第１６条 謄本（抄本）の発行依頼 -------------------------------------------------------  ４ 

  第１７条 添付書類 ----------------------------------------------------------------------------  ４ 

 

第三章  解 約 

  第１８条 解約の申出 -------------------------------------------------------------------------  ５ 

 

 



 - 1 - 

 第一章  総 則 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、別に定めるもののほか、都市整備部所管の公共用地で、大阪府が

管理する国土交通省所管の国有地及び府有地（以下「公共用地」という。）の境界確

定事務に関する必要な事項を定めるものとする。 

 

（定 義） 

第２条 「境界確定」とは、大阪府都市整備部所管の公共用地とこれに隣接する土地（以

下「協議地」という。）との境界の全部（特別な理由がある場合は一部）について、

土木事務所長等と協議地所有者及び協議地の相隣地所有者が協議してこれを定め、書

面をもって明らかにすることをいう。 

２ 「土木事務所長等」とは、大阪府知事から委任を受けた出先機関の長をいう。 

 

 

第二章  協議依頼 

 

第一節  総 則 

 

（協議依頼） 

第３条 境界確定は、原則として協議地の所有者が、土木事務所長等に協議を依頼して

これを行う。（以下、当該依頼を行う者を「依頼者」という。）ただし、特別の理由

がある場合はこの限りでない。 

２ 前項の依頼に当たって依頼者は、土木事務所長等に公共用地境界確定協議依頼書（様

式第１号）（以下「依頼書」という。）を提出しなければならない。 

 

（境界確定事務の代行） 

第４条 依頼者は、境界確定に係る事務を第三者に代行させることができる。この場合

依頼者は、当該第三者（以下「代行者」という。）に行わせる事務を記載した委任状

（様式第２号又は様式第２号の２）を依頼書に添付しなければならない。 
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２ 代行者は、土地家屋調査士、土地家屋調査士法人、測量士、測量士補、建築士又は

行政書士とする。 

ただし、建築士にあっては、現況実測平面図作成に関する講習会を受講し修了した者

のうち同会が認定した者で、建築確認申請のための境界確定が必要な場合に限る。また、

行政書士にあっては、大阪府行政書士会の測量に関する研修を受講し試験に合格した者

のうち、同会が認定した者に限る。 

 

（依頼書の審査） 

第５条 土木事務所長等は、依頼書が提出されたときは遅滞なく書類を審査し、要件を

満たしていないものについては、依頼者又は代行者に補正を求め、又は拒否するもの

とする。 

 

（審査の拒否） 

第６条 大阪府都市整備部所管であることが判明しない公共用地等、依頼書を処理する

ことが適当でないと認められる場合には、土木事務所長等は原則として依頼書の審査

を拒否することとする。 

 

（境界確定等の通知及び受領書の提出） 

第７条 土木事務所長等は、依頼者との協議結果について、境界確定等通知書により通

知しなければならない。 

２ 依頼者又は代行者は、境界確定等通知書を受領したとき、直ちに土木事務所長等に

対し受領書（様式第３号）を提出しなければならない。 

 

（返 戻） 

第８条 境界協議が不調等に至った場合には、土木事務所長等は依頼書を返戻するもの

とする。 

 

第二節  新規依頼 

 

（新規の依頼） 

第９条 新規に境界確定を行おうとする者は、第３条の依頼書（様式第１号）を土木事

務所長等に提出しなければならない。 
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２ 前項の規定は、電子情報処理組織（知事の使用に係る電子計算機と当該協議依

頼を行おうとする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情

報処理組織をいう。）を使用して行うことができるものとする。 

 

（添付書類） 

第１０条 前条の依頼に当たっては、次の書類を添付するものとする。 

 (1) 委任状             (6) 地図に準ずる図面（公図）の写し 

 (2) 印鑑登録証明書（個人の場合）  (7) 登記事項証明書（全部事項証明書） 

 (3) 印鑑証明書（法人の場合）    (8)  位置図 

 (4) 代表者事項証明書又は      (9) 現況実測平面図(縮尺250分の１以上) 

    商業登記事項証明書（法人の場合）  横断面図(縮尺100分の１以上) 

 (5) 土地調書（様式第13号）又は登記 (10) その他土木事務所長等が必要と認める 

事項要約書（調査者氏名、印、調査   書類 

年月日、調査場所を記載したものに 

限る。） 

 

（現地立会） 

第１１条 土木事務所長等は、原則として資料等に基づき、協議地所有者と現地で境界

を協議、及び相隣地所有者と現地で境界を確認しなければならない。ただし、相隣地

の公共用地境界が確定済であり、かつ、土木事務所長等が同土地所有者の立会は

不要と認めた場合は、その限りではない。 

２ 前項の立会の際、立会者は土木事務所長等の求めに応じて、立会者名簿（様式第４

号）に住所及び氏名を記載する。ただし、相隣地所有者がやむを得ず立会に参加でき

ない場合、依頼者又は代行者は、立会証明書（様式第５号）を提出するものとする。 

３ 相隣地所有者が複数等の場合は、立会者名簿（様式第４号）又は立会証明書（様式

第５号）に署名した者を立会における所有者代表（又は代理人）とみなすことができ

るものとする。ただし、この場合は、原則として立会を行った者全員が署名するもの

とする。 

 

（身分証明書） 

第１２条 土木事務所長等は、他人の土地に立ち入るときは身分証明書（様式第６号）

を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 
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  ただし、土地所有者の同意を得た場合は、この限りではない。 

 

（境界確定図の作成） 

第１３条 依頼者又は代行者は、現地立会等の後、境界を明確にするために境界確定図

を作成しなければならない。 

２ 境界確定図は、原則として基本三角点等に基づく測量の成果による境界点の座標値、

基本三角点等の名称及び座標値を記録するものとする。 

 

（関係者の承諾） 

第１４条 依頼者又は代行者は、前条の境界確定図面上に協議地所有者の住所及び氏名

を記載し押印した後、原則として相隣地所有者に対し住所、氏名の記載及び押印を求

めるものとする。ただし、当該図面上に住所、氏名の記載及び押印を求めがたい場合

は依頼者又は代行者は、承諾書（様式第７号）を土木事務所長等に提出して、これに

代えることができる。 

２ 第１１条第１項ただし書きにより、立会を不要と認めた土地所有者の境界確定図上

への、住所、氏名の記載及び押印は省略できるものとする。 

 

（境界標の設置） 

第１５条 依頼者又は代行者は、境界が確定した場合、現地において境界標を設置しな

ければならない。 

 

  第三節  謄本（抄本）発行依頼 

 

（謄本（抄本）の発行依頼） 

第１６条 既に境界が確定している協議地の所有者は、土木事務所長等に当該境界の確

定図の写しの発行を依頼することができる。 

２ 前項の依頼に当たっては、依頼者は土木事務所長等に依頼書（様式第１号）を提出

しなければならない。 

 

（添付書類） 

第１７条 前条に基づく依頼に当たっては、次の書類を添付するものとする。 

 (1) 委任状             (5) 地図に準ずる図面（公図）の写し 
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 (2) 印鑑登録証明書（個人の場合）  (6) 登記事項証明書（全部事項証明書） 

 (3) 印鑑証明書（法人の場合）    (7) その他土木事務所長等が必要と認める 

 (4) 代表者事項証明書又は        書類 

   商業登記事項証明書（法人の場合） 

 

 第三章  解約 

 

（解約の申出） 

第１８条 既に確定した境界線を現地において復元することが困難と認められる場合、

又はその他特別な理由がある場合に当該協議地所有者は、土木事務所長等に境界確定

解約申出書（様式第８号又は様式第８号の２）を提出し、新規依頼を行うことができ

る。 

 

 

    （参考）明示事務取扱要領 

            昭和４１年 １月  施  行 

        境界確定事務取扱要領 

            昭和５６年 ４月  施  行 

            昭和５８年１２月  一部改正 

            昭和５９年 ９月  一部改正 

            昭和６２年 ４月  一部改正 

            平成 ８年 ７月  一部改正 

        大阪府土木部所管公共用地境界確定事務取扱要綱 

            平成１４年 ４月  施  行 

            平成１７年 ４月  一部改正 

大阪府都市整備部所管公共用地境界確定事務取扱要綱 

平成１８年 ４月  一部改正 

平成２３年 ４月  一部改正 

平成２７年 ４月  一部改正 

平成３１年 ４月  一部改正 

            令和 ６年 ４月  一部改正 

 



 

 

大阪府都市整備部所管公共用地 

 

境 界 確 定 事 務 取 扱 要 綱 

 

運 用 基 準 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月 

 

大阪府都市整備部 
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第一章  総 則 

 

第１条 趣 旨 

 

第１条 この要綱は、別に定めるもののほか、都市整備部所管の公共用地で、大阪府が

管理する国土交通省所管の国有地及び府有地（以下「公共用地」という。）の境界確

定事務に関する必要な事項を定めるものとする。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、「大阪府都市整備部所管公共用地境界確定事務取扱要綱」の趣旨を規定し、

同要綱が府民共有の財産である公共用地の境界確定に関する基本規定であることを明

らかにしたものである。 

 

【解 釈】 

 

同要綱は、都市整備部所管の公共用地について適用されることを規定したものであ

り、直接的に他部所管の財産に適用されるわけではない。 

また、同要綱は、公共用地とその隣接地との境界を確定するための手続を規定した

ものであり、いわゆる管理区域線を確定するための手続を規定したものではない。 
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第２条 定 義 

 

第１項 境界確定 

 

第２条 「境界確定」とは、大阪府都市整備部所管の公共用地とこれに隣接する土地（以

下「協議地」という。）との境界の全部（特別な理由がある場合は一部）について、

土木事務所長等と協議地所有者及び協議地の相隣地所有者が協議してこれを定め、書

面をもって明らかにすることをいう。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、都市整備部所管の公共用地に係る境界確定である旨を規定しており、境界

線が関係者の承諾により確定した際には、書面でこれを明らかにしなければならない

旨を規定したものである。 

 

【解 釈】 

 

土地の境界は、公法上の境界と私法上の境界があり、通常行っている業務は、もっ

ぱら私法上の境界の確定業務である。しかし、この境界は公法上の境界と一致するの

が原則であり、そのように取り扱うものである。 

なお、道路法、河川法等に基づく管理区域線については、この境界確定に含めて取

り扱うことも差し支えない。 

また、カッコ内の特別な理由とは、次の場合をいう。 

(1) 国又は地方公共団体等が施行する事業のため協議依頼があった場合 

(2) 公用廃止のため協議依頼があった場合 

(3) 都市計画法に基づく開発許可のため協議依頼があった場合 

(4) 広大な土地等、その他土木事務所長等がやむを得ないと認めた場合 

 

 【運 用】 

 

   土木事務所長等が必要と認める場合は、対側地所有者及び利害関係者との協議を行

い、承諾を得なければならない。 

   なお、「利害関係者」とは、市町村長、土地改良区長、水利組合長（又は委員）、

実行組合長又は町会長（自治会長）等をいう。 
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【参 考】 

 

公法上の境界とは、不動産登記法に定める筆界で地図等の上に示された地番ごとの

土地の境界のことをいう。 

私法上の境界とは、公法上の境界の位置を基に隣接地所有者同士の協議により自己

の所有権の及ぶ範囲を定めた境界のことをいう。 
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第２条 定 義 

 

第２項 土木事務所長等 

 

２ 「土木事務所長等」とは、大阪府知事から委任を受けた出先機関の長をいう。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、境界確定を行う行政機関を規定したものである。 

 

【解 釈】 

 

大阪府公有財産規則第３条第１項及び府土木事務所長等の職にある吏員に権限を委

任する規則第９条（公共用地に関する権限の委任）第２項により権限を委任された旨

を規定したものである。 

また、道路法、河川法、砂防法等の特別法に基づく境界の確定については、第一義

的には、それぞれの室（課）が所管するものとする。 

 

【参 考】 

 

   知事から市町村長に委任している内容は次のとおりである。 

 

  １．大阪市、堺市、岸和田市、高槻市、八尾市、柏原市、交野市及び能勢町が管理す

る準用河川敷内の国有財産 

  ２．大阪市が管理する指定区間外の国道敷及び大阪府道敷内の国有財産、府有財産並

びに指定区間内の一級河川敷内の国有財産 

  ３．堺市が管理する指定区間外の国道敷及び大阪府道敷内の国有財産、府有財産並び

に指定区間内の一級河川敷及び二級河川敷内の国有財産 

 

 

   平成１２年３月３１日大阪府条例第２４号（令和２年４月１日改正施行） 

   大阪府土木行政事務に係る事務処理の特例に関する条例 
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第二章  協議依頼 

 

第一節 総 則 

 

第３条 協議依頼 

 

第１項 協議依頼 

 

第３条 境界確定は、原則として協議地の所有者が、土木事務所長等に協議を依頼して

これを行う。（以下、当該依頼を行う者を「依頼者」という。）ただし、特別の理由

がある場合はこの限りではない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、境界確定の依頼者適格を定めたものである。 

 

【解 釈】 

 

１．依頼者は、原則として登記事項証明書（土地登記簿謄本）の甲区欄の所有者であ

る。 

依頼者の所有権の確認方法については、一般的に登記事項証明書によって確認す

ることとなる。したがって、所有権者でない土地の賃借人、地上権者などは依頼者

になることはできない。 

  ２．境界確定謄本（抄本）の発行依頼の場合、共有者等全員の依頼を必要としないも

のとする。 

 

【運 用】 

 

ただし書きにある「特別の理由」とは、主に以下のとおりである。 

 

１．法人が土地所有者の場合は代表者とする。ただし、法人が解散又は倒産した場合

は、清算人又は管財人とする。 
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２．共有地の場合は原則として共有者全員とする。ただし、一人の共有者が他の共有

者の委任を受けて依頼することができる。（様式第９号又は様式第１０号） 

なお、マンション敷地所有者からの依頼については、管理組合の規約等に記載があ

れば、その代表者名で依頼を受け付けるものとする。記載がなければ、役員会の議

決等、管理組合として必要な意思決定手続が執られていることを確認した上で受け

付けるものとする。 

３．土地所有者が死亡している場合は、原則として相続人全員とする。ただし、相続

人の内の一人が他の相続人の委任を受けて依頼することができる。（様式第９号又

は様式第１０号） 

４．土地所有者が未成年者の場合等は、法定代理人（親権者、後見人等）とし、依頼

書には法定代理人であることを証する書面を添付し、土地所有者を記名の上法定代

理人が併記して依頼するものとする。 

５．土地所有者の住所が遠隔地又はその他特別の理由により依頼に支障がある場合は、

土地所有者の委任（様式第９号、様式第９号の２又は様式第１０号）を受けた者が、

土地所有者に代わって依頼することができる。 

６．都市計画法に基づく開発行為等その他特別の理由がある場合には、施行者が土地

所有者に代わって依頼することができる。ただし、土地所有者の委任（様式第９号

の２又は様式第１０号）を受けて行わなければならない。 

７．国、地方公共団体等において施行する公共事業に伴う境界確定（以下「公共明示」

という。）の取扱いについては、特例として可能な範囲で事務の簡素化を図ること

とする。 

 

なお、公共明示として特例処理できる対象機関及びその内容は、具体的には次の

とおりとする。 

 

〔対象機関について〕 

(1) 大阪府の各部、各出先機関 

(2) 大阪府土地開発公社 

(3) 市町村の各部局、各出先機関 

(4) 市町村土地開発公社 

(5) 土地改良区 

(6) その他土木事務所長等が適当と認める公的機関 
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〔添付書類等について〕 

(1)  公共明示の担当者を明らかにするため、公共明示担当者届出書（様式第１１号）

を提出するものとする。 

(2) 各土地所有者から依頼者への委任状は不要とする。 

(3) 境界確定線に係る協議地所有者の承諾印は、実印とする。 

(4) 必要に応じ土木事務所長等と依頼者（国又は地方公共団体等）の間で覚書（様式

第１２号）を締結することとする。 
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第３条 協議依頼 

 

第２項 協議依頼書 

 

２ 前項の依頼に当たって依頼者は、土木事務所長等に公共用地境界確定協議依頼書（様

式第１号）（以下「依頼書」という。）を提出しなければならない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、依頼者が、公共用地境界確定協議又は謄本（抄本）の発行を依頼するとき

は、土木事務所長等が定めた依頼書により行わなければならない旨規定したものであ

る。 
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第４条 境界確定事務の代行 

 

第４条 依頼者は、境界確定に係る事務を第三者に代行させることができる。この場合

依頼者は、当該第三者（以下「代行者」という。）に行わせる事務を記載した委任状

（様式第２号又は様式第２号の２）を依頼書に添付しなければならない。 

２ 代行者は、土地家屋調査士、土地家屋調査士法人、測量士、測量士補、建築士又は

行政書士とする。ただし、建築士にあっては、現況実測平面図作成に関する講習会を

受講し修了した者のうち同会が認定した者で、建築確認申請のための境界確定が必要

な場合に限る。また、行政書士にあっては、大阪府行政書士会の測量に関する研修を

受講し試験に合格した者のうち、同会が認定した者に限る。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、境界確定協議の事務を土地家屋調査士等に委任することができる旨を規定

したものである。 

 

【解 釈】 

 

境界確定は、専門的な知識や経験が必要であることから、資格を有する者に事務を

委任できる規定を設けたものである。 

講習会とは、一般社団法人大阪府建築士事務所協会主催の「現況実測平面図作成資

格講習会」である。 
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第５条 依頼書の審査 

 

第５条 土木事務所長等は、依頼書が提出されたときは遅滞なく書類を審査し、要件を

満たしていないものについては、依頼者又は代行者に補正を求め、又は拒否するもの

とする。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、事務処理の適正化、迅速化を明文化した規定である。 

 

【解 釈】 

 

依頼書を迅速に審査することは、その後の事務処理を迅速かつ適切に行うための行

為である。 

補正を求める場合とは、依頼書の記載事項に不備がある場合、添付書類が不足して

いる場合、その他形式上の依頼要件に不備があり、依頼者等に補正を求めることが適

切である場合をいう。 

 

【運 用】 

 

土木事務所長等は依頼書が提出されたときは、遅滞なく所定の添付書類の有無及び

協議地並びに付近地の既確定の有無等の調査を行い、当該調査資料を依頼者等に貸与

して、事前に現地復元並びに既確定の境界確認を依頼する。 

なお、軽微な補正については、原則として土木事務所長等が行い、添付書類の不備、

調査を要すべき事項等、依頼者等が行うべき事項については補正を求めるものとする。 
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第６条 審査の拒否 

 

第６条 大阪府都市整備部所管であることが判明しない公共用地等、依頼書を処理する

ことが適当でないと認められる場合には、土木事務所長等は原則として依頼書の審査

を拒否することとする。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、この要綱が都市整備部所管の公共用地以外には適用しない旨を定めたもの

である｡ 

 

【解 釈】 

 

原則として、都市整備部所管の公共用地に関する依頼書以外は受け付けないもので

あるが、府民をはじめ依頼者のための協力を惜しむものではない。 

 

【運 用】 

審査を拒否する場合は、次のような事柄になる。ただし、これに限るものではない。 

 

(1) 土地区画整理法、土地改良法等の事業により換地を伴う土地。ただし、法適用

組合が工事未完のまま解散した場合は、関係各課（土地区画整理法によるものは

大阪都市計画局 拠点開発室戦略拠点開発課、土地改良法によるものは農政室

等）と協議の上、特例として処理する。 

(2) 協議地が所有権確認、境界確定等について係争中の土地。 

(3) 法務局備付地図と現況が相違している土地。ただし、地図訂正を行うことを前

提に地図訂正案等を添付した状態で依頼する場合はこの限りでない。 

(4) 不動産登記法第１４条第１項で規定された地図が法務局に備え付けられた区

域。ただし法務局との協議の上、境界確定が必要となった場合はこの限りでない。 

(5) その他、前記以外で疑義があるときは、その都度関係各課と協議するものとす

る。 
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第７条 境界確定等の通知及び受領書の提出 

 

第１項 境界確定等の通知 

 

第７条 土木事務所長等は、依頼者との協議結果について、境界確定等通知書により通

知しなければならない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、境界確定等の協議結果を確実に依頼者に通知しなければならない旨を規定

したものである。 

 

 【運 用】 

 

   境界確定等に関する決裁を受ける際には、様式第１９号、様式第２０号又は様式第

２１号の調書を作成する。 

 

境界確定等通知書は、様式第１５号、様式第１６号、様式第１７号又は様式第１８

号により通知する。 
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第７条 境界確定等の通知及び受領書の提出 

 

第２項 受領書の提出 

 

２ 依頼者又は代行者は、境界確定等通知書を受領したとき、直ちに土木事務所長等に

対し受領書（様式第３号）を提出しなければならない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、依頼者又は代行者が境界確定等通知書を受領した際に、受領書の提出を求

める規定である。 

 

【解 釈】 

 

境界確定等通知書は、各々の財産管理に必要不可欠な文書であり、実印の押印され

た文書であるため、プライバシーの保護の観点から、確実に依頼者又は代行者自身が

受領しなければならない。このことから、依頼者又は代行者自身が受領したことを確

認するために、受領書の提出を求めるものである。 

 

【運 用】 

 

受領書は、必要事項を記入した上で押印をする。受領印は依頼者の場合は実印、代

行者の場合は委任状に押印された印（受任者使用印）で処理する。 
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第８条 返 戻 

 

第８条 境界協議が不調等に至った場合には、土木事務所長等は依頼書を返戻するものと

する。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、土木事務所長等は境界協議の手続において、関係者の承諾等が得られず、

確定する見込みがないと判断される場合に、依頼書そのものを依頼者に返戻すること

ができる旨を規定したものである。 

 

【解 釈】 

 

土木事務所長等は、国有財産法その他の法令の趣旨・目的を逸脱することのないよ

う、与えられた裁量権を適切に行使しなければならない。したがって、通常の手続の

中で、境界協議が整う可能性が残っている場合には引き続き協議を行い、境界確定訴

訟も視野に入れながら、社会通念上相当と認められる範囲内において、返戻手続を行

うべきか否かを決定しなければならない。 

 

【運 用】 

 

１．原則として、以下の場合には依頼書を返戻する。 

(1) 依頼者と境界確定線について境界協議が成立しない場合 

(2) 相隣地所有者等の承諾が得られない場合 

(3) 提出を求めた書類を立会日からおおむね６か月以内に提出しない場合 

(4) 依頼者の申出により取り下げる場合 

(5) 協議地について所有権確認や境界確定等の訴訟提起がされた場合 

２．立会日から６か月以上経過した依頼書は依頼者又は代行者に連絡の上返戻する。

なお、返戻通知書は連絡日から３か月以上受取りがない場合には、再度連絡の上廃

棄処分とする。 
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３．受領後、境界確定の進展が見込めない場合等、土木事務所長等が必要と認めたと

きは、依頼書を依頼者又は代行者に連絡の上返戻することができる。 
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第二節 新規依頼 

 

  第９条 新規の依頼 

 

第９条 新規に境界確定を行おうとする者は、第３条の依頼書（様式第１号）を土木事

務所長等に提出しなければならない。 

２ 前項の規定は、電子情報処理組織（知事の使用に係る電子計算機と当該協議依頼

を行おうとする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。）を使用して行うことができるものとする。 

 

 【趣 旨】 

 

   本条は、土木事務所長等に依頼書を提出するために設けた規定である。 

 

 【運 用】 

 

１ 準用河川及び砂防区域については、協議地の属する市町村を経由して土木事務所長等

に依頼書を提出しなければならない。 

２ 新規の依頼については、書面での提出に加えて、電子情報処理組織を使用して行う

ことができるものとし、この要綱の規定を適用する。 
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第１０条 添付書類 

 

【趣 旨】 

 

本条は、新たに境界協議を依頼しようとする場合に、最低限必要とされる添付書類

である。 

 

【解 釈】 

 

本条の(1)～(9)はあくまで最低限必要とされる添付書類を掲げており、土木事務所長

等が必要と認める場合には、(10)によりその都度、他の書類の提出を求めることができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０条 前条の依頼に当たっては、次の書類を添付するものとする。 

(1) 委任状             (6) 地図に準ずる図面（公図）の写し 

(2) 印鑑登録証明書（個人の場合）  (7) 登記事項証明書（全部事項証明書） 

(3) 印鑑証明書（法人の場合）    (8) 位置図 

(4) 代表者事項証明書又は      (9) 現況実測平面図(縮尺 250 分の 1 以上)

商業登記事項証明書（法人の場合）   横断面図(縮尺 100 分の 1 以上) 

(5) 土地調書（様式第 13 号）又は登記 (10) その他土木事務所長等が必要と認める 

事項要約書（調査者氏名、印、調査   書類 

年月日、調査場所を記載したものに 

限る。） 
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【運 用】 

 

１．その他土木事務所長等が必要と認める書類には、次のような書類が考えられる。 

(1) 住民票の写し         (5) 土地沿革調書 

(2) 戸籍謄本（抄本）の写し        (6) 地図に準ずる図面（公図）・ 地積測量図

(3) 遺産分割協議書の写し           等の合成参考図 

(4) 相続関係説明図        (7) 地積測量図の写し 

(8) 土地所在図の写し        等 

 

２．印鑑証明書等の添付書類は、発行３か月以内のものを添付すること。 

３．現況実測平面図は縮尺 250 分の１以上、横断面図は縮尺 100 分の１以上の図面を

添付すること。 

   なお、上記図面は本要綱第４条に規定した資格を有する者が測量し作成するものと

する。 
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第１１条 現地立会 

 

第１項 現地立会 

 

第１１条 土木事務所長等は、原則として資料等に基づき、協議地所有者と現地で境界

を協議、及び相隣地所有者と現地で境界を確認しなければならない。ただし、相隣地

の公共用地境界が確定済であり、かつ、土木事務所長等が同土地所有者の立会は不

要と認めた場合は、その限りではない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、境界を確定するための立会の意義を述べたものである。 

 

【解 釈】 

 

境界の協議は、行政処分ではなく、私法上の和解契約と解すべきであり、その意味

から関係者の立会により行われる必要がある。 

 

【運 用】 

 

１．立会を行うときは、原則として依頼者又は代行者が事前に立会日時及び場所を調

整して、相隣地所有者に連絡するものとする。 

２．依頼者及び協議地所有者（又は代理人）が欠席したときは、立会は不成立とする。

なお、代理人とは協議地所有者から立会に関する権限を与えられた者をいう。 

３．上記の場合に限らず、相隣地の境界が確定済で、承諾の対象となる隣接点の境

界標が正確に、かつ、確定後概ね１０年以内に埋設されていることが確認できる

場合は、代理人から境界標の位置に相違ない旨の文書提出があれば相隣地所有者

の立会を省略することができるものとする。 
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第１１条 現地立会 

 

第２項 立会者名簿及び立会証明書 

 

２ 前項の立会の際、立会者は土木事務所長等の求めに応じて、立会者名簿(様式第４号)

に住所及び氏名を記載する。ただし、相隣地所有者がやむを得ず立会に参加できない場

合、依頼者又は代行者は、立会証明書（様式第５号）を提出するものとする。 

３ 相隣地所有者が複数等の場合は、立会者名簿（様式第４号）又は立会証明書（様式第

５号）に署名した者を立会における所有者代表（又は代理人）とみなすことができる。

ただし、この場合は、原則として立会を行った者全員が署名するものとする。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、現地における立会者の出席状況を記録するための立会者名簿及び立会証明

書の作成に関する規定である。 

 

【解 釈】 

 

立会者に対して立会者名簿の記入又は立会証明書の提出を求め、立会に関する事実

行為として記録するものである。 
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第１２条 身分証明書 

 

第１２条 土木事務所長等は、他人の土地に立ち入るときは身分証明書（様式第６号）

を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

  ただし、土地所有者の同意を得た場合は、この限りではない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、土木事務所長等の他人の土地への立入りについて身分証明書の携帯及び請

求があった際の提示について義務付けたものである。（国有財産法第三十一条の二） 
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第１３条 境界確定図の作成 

 

第１３条 依頼者又は代行者は、現地立会等の後、境界を明確にするために境界確定図

を作成しなければならない。 

２ 境界確定図は、原則として基本三角点等に基づく測量の成果による境界点の座標値、

基本三角点等の名称及び座標値を記録するものとする。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、協議によって確定した境界線を明確にするためのものであり、その位置を

表した図面を作成するための規定である。 

 

【解 釈】 

 

依頼者及び土木事務所長等が、当該確定図を相互に保有するための書面となる。 

 

【運 用】 

 

１．境界確定図の表題は「境界確定図」と表記して表題部には協議地の所在を表示す

る。 

 

２．境界確定図は、原則として世界測地系を用い、「不動産登記規則」第１０条第３

項に定める基本三角点等を基礎として、「大阪府公共測量作業規程」に定める作業

方法に基づく測量の成果による境界点の座標値、基本三角点等の名称及び座標値を

記録し、基準点網図を記載する。このときの基本三角点等は、与点として利用した

ものはすべて記録する。ただし、世界測地系を用いて基本三角点等に基づく測量が

出来ない特別の事情がある場合は、近傍の恒久的な地物に基づく測量の成果による

筆界点の座標値、恒久的地物の存する地点に符号、恒久的地物の名称、概略図及び

座標値を記録する。 

 

３．境界確定図への表示事項、記載事項は次のとおりとする。 

(1) 平面図の協議地番を朱書で表示する。一部境界確定の場合は協議地番の後に 

（一部）と朱書する。平面図の縮尺（２５０分の１以上）、方位を表示する。 
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(2) 横断面図を記載し、縮尺（１００分の１以上）を表示する。 

(3) 公共用地境界線は、「朱線」で表示し点間距離（小数点以下第２位まで記載し、

第３位以下は切捨て）を記入する。 

(4) 引照点は、恒久的な構造物より２点以上選点し、引照点距離表を記載する。（注：

引照点と境界点の距離は、原則として１０ｍ以内とする。） 

(5) 測量者氏名、資格及び登録番号並びに測量年月日を記入して測量者が押印す 

る。 

(6) 既境界確定線は「黒線」で表示し境界確定年月日及び文書番号等を記入する。 

(7) 単位の表示及び境界は公共用地境界を示すものであることを次のとおり表示す

る。 

 

凡  例 

朱線：確定線 

単位：メートル 

 確定線は公共用地（   敷） 

との境界で他の境界を示すもの 

ではありません。 

 

(8) 立会年月日を記入する。 

(9) 表示例。 (別途添付の参考を参照 図－２～図－３) 

境界確定図の作成に当たっては、前記事項のほか表示例を参考とする。 
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第１４条 関係者の承諾 

 

第１４条 依頼者又は代行者は、前条の境界確定図上に協議地所有者の住所及び氏名を

記載し押印した後、原則として相隣地所有者に対し住所、氏名の記載及び押印を求め

るものとする。ただし、当該図面上に住所、氏名の記載及び押印を求めがたい場合は、

依頼者又は代行者は、承諾書（様式第７号）を土木事務所長等に提出して、これに代

えることができる。 

２ 第１１条第１項ただし書きにより、立会を不要と認めた土地所有者の境界確定図上

への、住所、氏名の記載及び押印は省略できるものとする。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、今後の紛争防止のために、関係者の承諾を原則として求めることを規定し

たものである。 

 

【解 釈】 

 

相隣地所有者等関係者の住所、氏名の記載及び押印を原則として求めるものである。 

 

【運 用】 

 

関係者の承諾の取扱いは次のとおりとする。 

 

１．協議地所有者の取扱い 

(1) 所有者が個人の場合は実印、共有地の場合は共有者全員の実印（ただし、様式

第９号の委任状がある時はその受任者のみで可）、法人の場合は代表者の登録さ

れた印、公的機関の場合は代表者の印とする。 

(2) 所有者が死亡している場合は相続人全員の実印（ただし、様式第９号の委任状

がある時はその受任者のみで可）とする。 

(3)  境界確定に関する権限を有する法定代理人等は、それを証する書面を提出のう

え、所有者に代わり承諾することができる。 
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２．相隣地所有者等の取扱い 

(1) 認印とし、共有地の場合は共有者の半数以上とする。 

(2) 所有者が死亡している場合は相続人の認印、又、相続人が多数あるときはその

半数以上とする。 

(3) 公的機関の場合は代表者印。この場合、必要に応じ境界確定の協議を行い、承

諾を得るものとする。なお、当該公的機関との境界確定協議書等をもって承諾に

代えることができる。 

(4) 法務局備付地図と現況が異なる場合は、関係土地所有者から所有地の確認書(様

式第１４号)を提出するものとする。 

(5) 境界確定に関する権限を有する法定代理人等は、それを証する書面を提出のう

え、所有者に代わり承諾することができる。 

３．相隣地所有者等の承諾を省略することができる場合の取扱い 

(1) 協議地の相隣地が既に境界確定されていて、現地で境界標が確認できる場合。 

(2) 耕地整理、土地区画整理等の確定図に境界線が明確に表示されている場合。 

(3) 不動産登記法第１４条第１項で規定された地図が法務局に備え付けられた区域

において、現地で境界標が確認できる場合及び復元が可能な場合。 

(4) その他特別な理由により、土木事務所長等がやむを得ないと認めた場合。 

４．公共明示による場合の取扱い 

(1) 前記１～３のうち、第３条の「運用」と重複する部分については、第３条の「運

用」により処理することとする。 

(2) 公共明示の依頼者も併記して承諾し押印する。 
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第１５条 境界標の設置 

 

第１５条 依頼者又は代行者は、境界が確定した場合、現地において境界標を設置しな

ければならない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、境界協議により確定した境界線（点）を、現地に恒久的な施設で残すため

の規定である。 

 

【解 釈】 

 

依頼者又は代行者は、適宜石標又はこれに代わるものを埋設すること。 

 

【運 用】 

 

１．境界標は公共用地境界を示すものであるから設置方法については、十分指導して

おくこと。 

２．境界標を損壊したときは、刑法第二百六十二条の二（境界損壊罪）により処罰さ

れることがあるので注意を促すこと。 
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第三節 謄本（抄本）発行依頼 

 

第１６条 謄本（抄本）の発行依頼 

 

第 1 項 謄本（抄本）の発行依頼 

 

第１６条 既に境界が確定している協議地の所有者は、土木事務所長等に当該境界の確

定図の写しの発行を依頼することができる。 

 

【趣 旨】 

 

   本条は、既に境界が確定した土地の所有者が境界確定図（写し）の発行を必要とし

た場合の手続を規定したものである。 

 

【解 釈】 

 

依頼に当たって、共有地の場合は共有者全員の依頼を必要としないものとする。 

本条は、次条の書類を添付させた上で依頼されるものである。したがって、大阪府

情報公開条例との均衡を考慮の上、適切に対処しなければならない。 

 

【運 用】 

 

個人の氏名、住所、印影は、個人情報保護の観点から非公開として発行する。 
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第１６条 謄本（抄本）の発行依頼 

 

第２項 謄本（抄本）の発行依頼書 

 

２ 前項の依頼に当たっては、依頼者は土木事務所長等に依頼書（様式第１号）を提出

しなければならない。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、既に境界が確定した土地の所有者が境界確定図（写し）の発行を必要とし

た場合の手続を規定したものである。 
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第１７条 添付書類 

 

 

【趣 旨】 

 

本条は、既に境界が確定した土地の境界確定図（写し）の発行を求められた場合に、

最低限必要とされる添付書類を規定したものである。 

 

【解 釈】 

 

本条の(1)～(6)はあくまで最低限必要とされる添付書類を掲げており、土木事務所長等

が必要と認める場合には、(7)によりその都度、他の書類の提出を求めることができる。 

 

【運 用】 

 

１．その他土木事務所長等が必要と認める書類には次のような書類が考えられる。 

(1) 住民票の写し        (5) 土地沿革調書 

(2) 戸籍謄本（抄本）の写し   (6) 地積測量図の写し 

(3) 遺産分割協議書の写し    (7) 土地所在図の写し 

(4) 相続関係説明図                         等 

 

２．依頼に係る事務を依頼者が行う場合は、当然、委任状は不要である。 

３．印鑑証明書等の添付書類は、発行３か月以内のものを添付すること。 

第１７条 前条に基づく依頼に当たっては、次の書類を添付するものとする。 

(1) 委任状              (5) 地図に準ずる図面（公図）の写し 

(2) 印鑑登録証明書（個人の場合）   (6) 登記事項証明書（全部事項証明書） 

(3) 印鑑証明書（法人の場合）     (7) その他土木事務所長等が必要と認める 

(4) 代表者事項証明書又は              書類 

商業登記事項証明書（法人の場合） 
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第三章 解 約 

 

第１８条 解約の申出 

 

第１８条 既に確定した境界線を現地において復元することが困難と認められる場合、

又はその他特別な理由がある場合に当該協議地所有者は、土木事務所長等に境界確定

解約申出書（様式第８号又は様式第８号の２）を提出し、新規依頼を行うことができ

る。 

 

【趣 旨】 

 

本条は、既確定の境界線を依頼者からの申出により解約ができるように設けた規定

である。 

 

【解 釈】 

 

１．本要綱に基づいて行われる境界確定は私法上の和解契約であるため基本的には解

約は想定していない。しかし、それを放置することにより社会的利益が損なわれる

場合等、改めて境界確定を行う必要があると認められる場合には、解約することが

できるものとする。 

既確定線の解約を申し出る場合には、原則として事前に土木事務所長等と協議し

た後とし、既確定線を全面的に無視した境界線とするものではない。 

２．「全部解約」とは、確定図そのものを解約することをいい、「一部解約」とは、

確定図の一部を解約することをいう。 

 

【運 用】 

 

その他特別な理由とは、既確定線に誤った箇所が判明した場合など、土木事務所長

等が必要と認める場合をいう。 
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   民々境界の変更により相隣地の既確定線を解約する必要が生じた場合には、相隣地

所有者から土木事務所長等に境界確定解約申出書（様式第８号の２）を提出しなけれ

ばならない。 

   なお、提出に当たっては、次の書類を添付するものとする。 

 

(1) 委任状（様式第２２号）     (5) 登記事項証明書（全部事項証明書） 

(2) 印鑑登録証明書（個人の場合）  (6) 解約箇所の表示された図面 

(3) 印鑑証明書（法人の場合）    (7) その他土木事務所長等が必要と認める 

(4) 代表者事項証明書又は         書類 

商業登記事項証明書（法人の場合） 
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昭和４１年 1 月  施  行 
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平成 ８年 ７月  一部改正 

大阪府土木部所管公共用地境界確定事務取扱要網 

平成１４年 ４月  施  行 

平成１７年 ４月  一部改正 

      大阪府都市整備部所管公共用地境界確定事務取扱要綱 

          平成１８年 ４月  一部改正 

          平成２３年 ４月  一部改正 
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令和 ６年 ４月  一部改正 
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